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ⅣIore efficient and effective enforcement of envirOnmental regulations MIould

enhance envirOnmental conditions around the globe by improving cOmpliance to

existing regulations and by allowing regulatory agencies to brOaden their scope

withOut increasilag their resources This research analyzes comply‐ evade decisions by

regulated firms in he context of their relationships with environmental agencies,and

clarifies how enforcement pOlicies effectively encOurage voluntary comphance,More

specifically, the environmental enforcement conflct is modeled as a 2)く 2 non‐

cooperative game and the dilemmatic situation覇 ァhere the envirOnmental agency and

the regulated firna 10ck themselves intO less efficient situation is clarified.The game

is then extended to the repeated game The repeated game strategy called Revielv

Strategy is then introduced as an effective enforcement pOIcy to Overcome the

dilemma of the environmental regulation.The theoretical results sholv that under the

proposed revic、v strategies the agency can induce the operator's maximum effOrt tO

comply with the required envirOnmental standards.
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1. はじめ 1こ

企業に対する環境汚染規制は、企業の環境への影

響を社会的に許容できるレベルに抑制するための重

要な手段である。一般に、環境汚染規制に関する意志

決定は規制ルール自体の選択 (どの法的ルールを選択

すべきか)と その執行 (その法が実効性を持つために

どのように執行されるべきか)の 2つの問題か ら成っ

ていると考え られる。環境規制ルールの選択問題に

関 しては古 くから多 くの研究蓄積があり、税・補助金

システム、市場 システム、行政的介入等、より有効な

規制システムの構築をめざした研究がなされている。

また、このような長年にわたる理論的精級化を背景

に、一昨年のアメリカにおける CO,の排出権の市場

売買の開始に代表されるように、実際の規制システ

ムとして様々な環境規制システムが実施 され始めて

いる。一方、筆者が知る限り、環境規制に関わる第 2

の問題である規制の執行問題をあつかった研究は少

ない。いかに社会的により望ましい環境規制制度が

選択されたとしても、それが効果的に執行され、被規

制主体に達守されなければ、規制自身の持つメリット

は半減 してしまう。施行された環境規制の実効性を保

証する有効な執行システムの構築が不可欠となろう。

本研究は、企業に対する環境汚染規制ルィルの効率

的執行 システムの構築についてゲーム論的立場か ら

考察する。

2.本研究の基本的考え方

近年、Avellhausl)ゃ RussdP)は 伝統的抑止論に基づ

き環境規制の最適執行問題を解析 している。Bcckcr3)

に始まる規制問題への伝続的抑止論的アプローチに

おいては、被規制主体 (企業)の規制遵守努力に関す

る意志決定は、連守努力のための費用や違反に対す

る罰金を考慮 した利潤最大化 (あ るいは費用最小化 )

問題の解として求められる。従って、規制主体 (政府 )
の最適執行 レベルは、規制執行のための社会的限界

費用がそれにより達成 される社会的限界便益と等 し

くなるように決まる。

sch。 lz4"沖 )は、このような抑止論的規制政策へのア

プローチに対 し、より効率的な規制執行方策として

繰返 しゲーム論に立脚するアプローチを提案 してい

る。Sdiolzは 、環境規制に関する規制主体 と非規制

主体 との関係は、四人のジレンマ的状況にあると考

た。そ して、この前提の下では伝統的抑止論に基づ

く規制執行 システムは、社会的にパ レー トの意味で

非効率な結果をもたらすことを指摘 した。さらに、繰

り返 しゲーム論におけるしっぺ返 し戦略 (Tit FOttЪ t

Strategy)に 立脚 した規制執行システムを用いること

により、このジレンマ的状況から脱却でき、協力 (規

制主体による最小限の規制執行の下での被規制主体

による最大限の自主的規制遵守努力)と いう社会的に

効率的な規制執行が達成できることを示した。

しかしながら、ある期の規制主体の戦略が被規制

主体の前期の行動に依存するというScholzの モデル

は、規制主体である政府と被規制主体である企業が

ともに規制執行に関する完全情報を持つことが前提

となっている。一般に、環境規制において規制主体は

被規制主体の規制進守努力に関する意志決定や行動

を正確に把握できないと考えるのが妥当であろう。こ

の場合、規制主体は被規制主体の規制連守行動を常

に正確に監視する必要がある。しかしながら、規制主

体による被規制主体の規制遵守に関する行動の完全

な把握は難しい。一般に、規制主体は被規制主体の規

制遵守に関する努力をその結果として起こる環境の

質というノイズを含んだシグナルにて間接的にモニ
!

タリングする事になる。この様な不完全情報の下で

は、Scllolzの 提案した規制執行政策を実行すること

は困難となる。

本研究では、以上のような考え方に基づき、被規制

主体に関する不完全な情報 しか得られない場合、規

制遵守努力を効率的に誘引する規制執行システムの

理論的構築を試みる。具体的には、まず、規制主体 (政

府)_と被規制主体 (企業)との環境規制執行に関する

相互関係を非協カゲームとしてモデル化 し、環境規

制執行ジレンマとも呼ぷぺき環境規制の効率的執行

を妨げる本質的コンフリクトを解明する。さらに、環

境規制執行ジレンマを不完全情報下の繰り返 しゲー

ムに拡張する。そのとき、規制主体である政府は企業

の規制遵守努力に関する行動を直接的には観測でき

ないと考える。そして、政府は統計的手法と繰り返し

ゲーム論的戦略を組み合わせることにより不確実性

下においても企業の規制遵守努力を誘導でき、社会

的に効率的な規制執行状況を誘導することができる

ことを示す。

3.環境規制執行ジレンマゲーム

3‐1モデルの構築

まず、環境規制の執行・強制に関する規制主体 (政

府)と被規制主体 (企業)の関係を非協カゲームとして

モデル化する。ここでは、生産活動の副産物として生

じた (潜在的)環境汚染物質を自己処理 し、直接環境

に排出している企業の規制を考える。規制主体であ

る政府はこのような企業による環境への汚染物の排

出を環境基準値以内に規制するものとする。本節で

提案されるゲームモデルは、ShOlz→ に示されたモデ
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ルの拡張であり、Ftlkuyama cι crうにより詳細な解説

が与えられている。

いま、環境規制主体の規制執行に関する意志決定

が、規制をどの程度強制するかという規制執行努力

のレベルで表されるとする。つまり、政府は、最小の

費用で最小の干渉 しか行わない緩やかな規制執行 レ

ベルか、規制の詳細部分まで細やかに強制するとい

う厳 しい規制執行 レベルかを戦略とする。まず、政府

が緩やかな規制執行を選択すると仮定 しよう。そのと

き、緩やかな規制の執行の下では、規制を違反 して

いる企業の規制遵守努力の明確な把握は難 しく、よっ

て、そのとき企業は規制遵守の努力水準を下げる誘

因を持つ。この企業の努力低下のインセンティブを考

慮すれば、政府は厳 しい規制執行を行 うかもしれな

い。しか しながら、企業がすでに規制遵守に最大限の

努力を行っていれば、この厳 しい規制執行によって規

制遵守努力のインセ ンティブが失われて しまうかも

しれない。結果として、政府、企業とも緩やかな環境

規制執行の下での自主的規制遵守努力 という協力的

な状態を達成できな くなる。

このような環境規制執行政策に関する戦略的なコ

ンフリク トの主要な構造は、図 1に示す `環境規制執

行ジレンマ'という 2× 2非協カゲームとしてモデル化

される。本ゲームには、環境規制を行う公共主体 (政

府)と被規制主体である民間事業主 (企業)の 2人のプ

レイヤーが仮定される。政府の役割は、環境の質に関

する義務を企業に効率的かつ効果的に履行させるこ

とにより、社会的厚生を高めることである。一方、規

制された企業は規制の下でその利潤を最大にするこ

とを目的とすると考える。

本モデルにおいて、政府は 2つの極端な戦略を有

すると考える。 1つ は、規制を最大限に強いる `厳 し

い執行'戦略であり、もう 1つ は、最′Jヽ限に執行する
(緩
やかな執行'戦略である。ここで、厳 しい執行と

は、広範的な検査や、告知な しの立入検査、ルールの

厳 しい解釈、即時の起訴やその他様々な法的・行政的

手段を含む。このような厳 しい規制執行戦略を実行

するためには、政府は企業を くまな くその監視下に

おき、すべての可能な連反を調査 し、法の一語一句を

詳細に実行する必要がある。一方、緩やかな執行戦略

は、全 く正反対の規制執行スタイルを表 している。そ

こでは、企業は政府による最小限の検査 。モニタリン

グの下である程度の自由裁量を与えられている。こ

の政府による緩やかな執行戦略の下では、高コス ト

な検査・監査はほとんど行われず、規制違反はもし平

凡あるいはささいなものであれば許容される。

一方、環境規制執行 ジレンマにおける企業の行動

違反

(1-C)

bF :違 反による利洞
~CF :厳 しい規制によって生 しる企業の費用
―, :連 反に対する患罰
bA :違反を取り締まることによる利得
―cス  :厳 しい取り補まりに要する費用
―ど :規 Bl達反による社会的ダメージ

図-1:環境規制執行ジレンマ

は、規制を遵守する努力のレベルで表されるとする。

本 2× 2ゲームにおいてはこの努カレベルは 2つの

両極的な戦略で表される。 1つは規制で求められた

基準を遵守するため最大限の努力を行うという戦略

(`遵守'戦略)であり、もう 1つは、規制遵守の努力を

最小限にとどめるという戦略 (`違反'戦略)である。匙

守戦略を用いる企業は汚濁排出物処理施設の頻繁な

自己検査や新処理技術の開発への投資など、要求さ

れた規制値を遵守するための最大限の努力を行う。一

方、連反戦略を選択する企業は、上述のような汚濁処

理施設への支出や規制遵守のための社員教育等の努

力を最小限にとどめる。従って、規制基準を破る可能

性も高くなることになる。

図 1に与えられたように、この 2× 2環境規制執
行ジレンマゲームには、`協ガ 、̀搾取'ギ抑止'ギ対立 '

の 4つの結果がある。図 1において 4つの結果それ

ぞれにそのときのプレイヤーの利得が付されていお

り、カッコ内の第 1項 目が企業の利得であり、第 2項

目が政府の利得である。`協力'が利得 (0,0)を持つと

考え、他の結果の利得を相対的に与えた。

図 1には、また、結果の費用・便益を表す各パラメ

ータが与えられている。ここで、すべての費用及び便

益のパラメータは正であると仮定する。プレイヤー

の 4つの結果に関する選好関係のいくつかは費用及

び便益のパラメータが正という条件によって決定さ

れる。たとえば、一cF≦ 0及び 一cス ≦ 0よ り、企
業、政府とも、

1抑止'よ り`協力'を選好することにな

る。さらに、企業及び政府は `対立
】
より`協力'を選考

すると仮定する。つまり、次の不等式を仮定する。

bF~CF~p<0 かつ  bス ー伽 一J<0 (4)

言い換えれば、政府は対立より最小限の規制執行の

下での自主的な規制遵守を望み、また、企業は政府に

よる厳 しい規制執行下で最小限の規制連守努力を行

うより緩やかな規制執行の下で自主的に遵守努力を

掛
ｔｃ，

級やか な執行
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行 う方を選好する。この 2つ の仮定は多 くの場面で

妥当であると考え られる。

環境規制執行 ジレンマゲームにおいて、企業及び

政府の戦略的行動は、それぞれ意志決定変数 c及び c

で表される。cは企業が遵守を選択する確率 (よ って

(1-c)は 違反を選ぶ確率)であり、一方 θは、政府が

厳 しい勢行を選ぶ確率 (よ って (1-C)は緩やかな執
行を選ぶ確率)である。

よって、企業及び政府それぞれの期待効用 y′ (q9)

及び [rA(θ i C)は以下のように計算される。

LIP(ci C)=(bF~,9)(1-C)一 CF C (2)

1/A(Ci C)=(bス (1-C)一 CЙ }9-'(1-C)(3)

企業及び政府による合理的行動はそれぞれ式 (2)及
び 式 (3)で与えられる期待効用の最大化として規定

される。

3‐ 2均衛解
環境規制執行ジレンマゲームの均衡解を求める。

ナッシュ均衡 (c本 ,c・ )と は、1)企業の期待効用つ子(q9諄 )
を最大にする戦略 c求 =c及 び 2)政府の期待効用
r/F(9iず )を最大にする戦略 c本 =cの 組である。明
らかに、環境規制執行ジレンマは、囚人のジレンマや

,弱虫ゲームといった対称ゲームと違い、プレイヤーの

選好は非対称的である。囚人のジレンマにおいては、

プレイヤーの個人合理性に基づく行動は、そこに互

1いが協力的であるというより望ましい結果が存在す

|る
にも関わらず、ナッシュ均衡解はパレー トの意味で

不効率な結果になるというジレンマ的状態をもたら

すことが知られている。ここで示すように、同様のジ

レンマが環境規制執行にかかわるゲームにも発生す
ることが示される。

Fttkuyaina cι  cr 9は、本ゲームが以下の 3通 りの均
衡解を持つことを示した。

1・ 皆<1,(C・ ,9求 )=0,0),(峠 ,鳴 )=(bF,~→
2.署 >1かつ午>1,(Criと

占
)=(0,1)i

端 >1かっ午ミ時げド引却一番1彿 i

叫,鳴 )=ド上,一等)
ここでアスタ リスクはナッシュ均衡戦略を示 してい

る。各ケースの境界上を除き、本ゲームは唯―の均衡

解を持つ。は じめの 2つ のケースは純粋戦略を均衡
解として持ち、最後のケース 3の均衡解は混合戦略

となっている。それぞれの均衡解は以下のように解釈

することができる。

1.政府の環境規制の厳しい執行のための費用が規

制違反を取り締まることによる社会的便益を上

回っている。政府は常に緩やかな規制執行を行い

(支配戦略)、 企業は常に最小の規制連守努力をお

こなう。

2.規制違反を取り締まることの社会的便益がその

ための厳 しい規制執行に要する費用を上回って

いる。また、企業の規制遵守努力を最小にとどめ

ることによる利益が、違反が取り締まられたと

きの費用 (ペナルティー)を上回っている。企業は

常に最小の規制遵守努力しか行わず (支配戦略)、

政府は常に厳しい規制執行戦略をとる。

3.違反を取り締まることの社会的便益が厳しい規

制執行の費用を上回っている。また、企業が直面

する規制違反が発見されることよるペナルティ

ーが、規制連守努力を行わないことによって生ず

る利益を上回っている。政府はときに規制を厳し

く執行し、ときに緩やかに執行する。一方、企業

はときに最大の規制遵守努力を行い、ときに最

刀ヽの努力しか行わない。

第 1番 目のケースは実際の規制執行問題においてほ

とんど発生しないと考えられる。政府はそれ自身が

規制を執行する誘因を持たず、従って、ゲームはいか

なるジレンマも持たず、政府の規制の無執行の下、企

業の最小限の規制遵守努力という状態となる。ケー

ス 2及び 3は実際の環境規制問題において発生する
と考えられる。この 2つのケースにおける違いは、企
業の`規制違反のインセンティブ'を表す項bF/Pで表
される。つまり、もしペナルティー Pが相対的に小
さければこの規制違反のインセンティブは高く、従っ

て企業は政府の厳しい規制執行にも関わらず最小の

連守努力を選び、ゲームは `対決'となる。もし罰が

相対的に大きく厳しい場合、この企業の規制連反の

インセンティブは低くなり、政府のいくらかの規制執

行努力 (0<ず <1)に対しいくらかの規制遵守努力
(0<C章 <1)を行う。言い換えれば、bF/P<1とい
う、ペナルティーと企業利潤の関係を実現することに

よって政府は政府の (最大ではないが)規制遵守努力

を導出することができる。

しか しなが ら、いかなる均衡解 も企業が最大限の

規制遵守努力を行い (cH=1)、 政府が緩やかな規制
の執行を行 う (c浄 =0)と いう結果を持たない。つま
り、利得 (0,0)を 持った `協力'という結果がゲームに
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含まれているにも関わらず、ゲームの均衡解は常に両

方のプレイヤーに負の利得 しか もた らさない。言い

換えれば、本ゲームにおけるナッシュ均衡解は `協力
〕

という結果に対 し常にパ レー トの意味で劣っている。

次節では、環境規制執行 ジレンマを無限繰 り返 し

ゲームに拡張する。これにより、より効率的な規制方

策・検査施策を見いだそうとするものである。一般的

に、環境規制主体は企業の汚濁排出を継続的に規制

するのが普通であろう。つまり、環境規制主体と被規

制企業の関係は長期的なものと考え られる。ゲーム

論的にいえば、政府と企業の間での規制ゲームは繰

り返されるといえよう。そのような拡張された相互作

用の中で両主体は未来に相手が選ぶだろう戦略や期

待される結果などを考慮 しながら戦略を選ぶ ことに

なる。

4.繰 り返 しゲームヘの拡張

4‐1繰 り返 しゲームモデル

長期的に継続する相互関係においては意志決定主

体は短期的利益のみならず長期的な (未来の)見込み

も考慮すると考えられる。従って、繰 り返 しゲームに

おける非近視限的プレイヤーは自分の現在の戦略に

対する相手の将来の反応やそれによって決まる,将来

の結果を予期 しなが ら戦略を選ぶ こととなる。従っ

て、ゲームのプレイヤーは抑止力を持った協定や契約

を結ぶことな く協力的に行動するという暗黙の結託

(1主主phdt conusion)に 賛同するインセ ンティプを持ち

得る。

いま「 を前節にて与えられた
1期だけプ レイされ

る環境規制執行ジレンマゲームとしよう。このゲーム

が非協力の枠組みで行われるとき、前節で与えられ

た 1期ゲームのいずれかのナッシュ均衡解 (ず 194)が

実現する。このとき環境規制ジレンマゲームが無限

に繰 り返されるというゲームは「
∞
=(F。 〕FI,・ )と

記述できる。ここで、Γ
`=「
は せ期に行われるゲー

ムである。

いま、ゲーム
「
がすでに T回行われたと仮定 し、

そのときの各々のゲーム
「 ι(ι =0,1,―

・,T-1)の
結果を 傷 =(Q,働 )と表す。本繰 り返 しゲームの T
期間におけるこれまでのゲームの結果の集合 れT=

(οo,ο l,… 」οT-1)を T期におけるゲームの履歴 (his―
tory)と 呼ぼう。繰 り返 しゲームにおけるプレイヤー

はこのゲームの履歴について完全あるいは不完全な

情報を持ちうる。T期 におけるプ レイヤーの持つ情
報をそのプ レイヤーの情報の履歴 (inrOi matiOn his―

tory)と 呼び、企業及び政府に対 しそれぞれ ん干 及

び ん努 と記そう。このとき、繰 り返 しゲーム中で企

業及び政府は「 Tに
おいて各々の情報の履歴ん子ある

いはん努に基づき戦略を選ぶこととなる。従って、繰

り返しゲームにおける企業及び政府の戦略、それぞ

れ σ′及びσЙとは、繰り返しゲームの各サブゲーム

「 ダ =(FT,FT十二,・
~),T=11… ・|こおける、持ちうる

情報の履歴 ん吾及び ん努から実際の戦略行動 η 及び

cTへの写像であるといえる。

もしゲームが完全情報ゲームであれば、企業及び

政府はゲーム「 Tにおいて全く同じ情報
の履歴 ん掛=

れ努=ん
Tに基づいてその戦略を選ぶこととなる。完全

情報下では、ゲームのプレイヤーは相手のプレイヤ

ーの協調的行動からの乖離を直ちに知ることができ

る。有名な因人のジレンマにおいては トリガー戦略

やしっぺ返し戦略 (Tit―fOr_Tat Strategy)と 呼ばれるよ

うな戦略によって相互的な協力に関する暗黙の結託

が達成可能であることがわかっている。このとき、双

方にとって望ましい `協力'と いう結果が繰り返しゲー

ムの (ナッシュ)均衡解となる (たとえば、Friedman9、

Axerlod10)を 参照 )。

環境規制において、規制主体である政府の戦略は

被規制主体である企業への規制執行の厳しさである

のに対 し、企業の戦略は (政府にではなく)環境に対

するアクションである。したがって、被規制主体であ

る企業が規制主体である政府の選択 した戦略をほと

んど無償に入手できるのに対 し、政府は企業の戦略

に関する情報をほとんど持ち得ないと考えられる。

このような非対称情報構造の下では、企業の規制違

反を抑止するため、モニタリングや検査等の情報収

集活動をおこなわければならない。多くの場合、環境

規制における被規制主体の行動に関するモニタリン

グは規制主体にとって高費用であり、その他の実行上

の困難性をともなう。環境規制主体は、限られた資源

しか持ち得ず、そのうえ、入手可能なデータはしばし

ば検査の不確実性や環境自身の持つ変動により影響

を受けていると考えられる。このように、政府が不完

全な情報しか持ち得ない場合、繰り返 しゲームに立

脚した規制執行戦略により被規制主体である企業と

の間に協力という暗黙の結託 omplidt COludon)を構

築することが困難となる。

いま、企業の戦略を直接的に観測できない政府は、

時点 とにおいて企業の戦略行動に (部分的に)依存し

ている環境の質に関する計量値 印を観測するとしよ

う。この観測により検出される環境の質は、また、検

査時のエラーや環境自身の確率的変動等の外生的要

因によっても影響されているとする。この環境の質の
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観測値を以下の式で表現できるとしよう。

?ι =9(Ct,a)        (4)

ここで働はゼ期の企業の規制遵守の努カレベル (鏡 =
0は違反 :Q=1は遵守)でありβ!は外生的リスク要
因を表すランダム変数である。また、E?(q,a)=cι

であると仮定しよう。

このような環境規制主体による不完全な検査のも

とでは、時点 TIこおけるゲームの履歴はこの検査

結果を含むこととなる。つまり、んT=TT,どT,9T)
であり、ここで GT =(coi句 ミー・,CT_1)ヽ βT =
(Co,91,一 ,CT-1)ヽ 9T=(“ ,印 ,・ …・?Tl)で ある。ゲー
ムに関するすべての情報を持つと考えられる企業は、

時点 Tにおいて完全な履歴ん吾=んTを知っている。
一方、政府は自身の過去にとった戦略及び一連の過去

の環境検査値しか知り得ず、よって時点 Tに おいて
履歴 ん努=(助 ,9T)を持つこととなる。規制主体は
この不完全な情報の履歴ん努に基づいて戦略を選ぶこ

ととなる。

いま、プレイヤ
=の
目的を正規化された期待効用

の最大化と規定しよう。ここで、正規化された期待効

用とはプレイヤーの各期の利得の現在価値の総和か

ら成っており、企業及び政府に対しそれぞれ rF及 び
ヶ'ス の割引率で割り引かれたものとする。割引ファク

ター」=1/(1+,'|)及 び,=1/(1+,・ 4)を用いれば
企業 L/ri(び )お よび 政府の効用 t/A(γ )1よ以下のように

表される。

[アF(び)=(1-び)Σ∫
ι
EιIFι     (5)

L/ス (守)=(1-γ )Σ力
!Eυ
れ      (6)

ここで [/Fr及び C/Afは それぞれ ど期における企業と

政府の利得である。割引ファクター び及び γは 0≦
び,γ ≦ 1の実数で、Jが 1に近ければ割引率 ,ヽFは小さ
く、企業は将来の利得を現在のそれと同等に評価する

ことを表す。一方、もしびがゼロに近ければ、割引率

″Fは大きく、企業はその将来の和得を現在のそれに
比べて重要でないと考える。政府の立場から割引ファ

クターγに対し同様の議論が成り立つ。

正規化ファクター (1-」)及び (1-γ )は割引期待効
用に ∫及び γについて一様に上界を与えるもので、
これにより以下の収束特性を得る。

jⅢ卜
t/F(の =どJLI羞 Ettι   (7)

つまり、びが下方から 1に近づくとき、企業の効用は

無限繰り返しゲーム全期を通しての平均利得 に近づ

く。ここで、ゲームのすべての実現可能な効用の集合

が境界値を含むようにするため、割引ファクターびが

1である場合の無限繰り返 しゲームにおける利得を
定義する必要があろう。企業のこの び=1の ときの
期待効用を以下のように定義する。

鈴 (り =撫 弓 言
E嗽   ⑪

これは、すべての有界な数列 (υ子1)に対して定義でき

かつ有限である。政府に対する γ=1の ときの限界
利得も同様に定義できる。

無限繰り返しゲームの一般的な均衡解は通常使わ

れるゲームの均衡解と同様に定義される。つまり、無

限繰り返しゲームの均衡解は、ゲームに参加 してい

るいかなるプレイヤーも一方的にその戦略を変更す

ることによってゲームによる利得を改善することが

できないような戦略の組み合わせである。無限に繰

り返される環境規制執行ジレンマゲームの 1つの可

能な均衡解は 1回限りの環境規制執行ジレンマゲー

ムのナッシュ均衡戦略 (ず ,c本 )の無限繰り返しである。

そこでは、企業、政府とも負の利得 しか得られない。

4-2レ ビュー戦略

本節では、以上に定式化された繰り返 しゲーム上

に定義される有効な環境規制執行戦略として `レ ビュ

ー戦略'を導入する。Radnerll)は 、プリンシパルーエ

ージェント関係にある2つの経済主体間において、パ

レー ト効率的契約履行状態をもたらす金銭支払い戦

略としてレビュー戦略を提言している。本節では、こ

のレビュー戦略を環境規制執行問題に適用し、規制主

体による検査が不完全なとき規制主体と被規制主体

間の相互協調を誘導する効率的な規制執行方策とし

て設計する。

ここで、繰り返し環境規制執行ジレンマゲームは、

完備情報の下でプレイされると考える。また、企業

は、政府が以下に説明するレビュー戦略を用いること

を知っているとする。まず、レビュー戦略を用いる政

府は、企業の行動をある一定期間検査 し、その検査

データの集計値によって厳 しいかあるいは緩やかな

規制執行戦略をとるかを決定する。検査を行う期間

をレビュー期間と呼び、これは連続 した 兄期から成

っている。レビュー戦略を構成するもう 1つの期間を

懲罰期間と呼び、連続した ″ 期から成るとする。政

府はレビュー期間においては必ず緩やかな規制の戦

略をとり、また懲罰期間では 1期ゲームにおけるナッ
シュ均衡戦略を選ぶ。

図 2は、政府のレビュー戦略を表 している。ここ
で、横軸は時間である。この時間軸の左端をスター ト
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政府の戦略

無やかな執行

ナ ッシュ均衛戦略
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たように、レビュー戦略を用いる政府は企業の戦略の

いかんに関わらず懲罰期間においてはすべての期で

1期規制執行ジレンマゲームのナッシュ均衡戦略 (cF)
を選択する。ゆえに、このような政府の無条件のナッ

シュ戦略に対し、企業もまた 1期規制ジレンマゲーム

のナッシュ均衡戦略 (c,)を最適反応として選択するこ

とになる。結局、懲罰期間においては、毎期、 1期規

制執行ジレンマゲームにおけるナッシュ均衡 (c収 ,c・ )

が実現することになる。

政府がレビュー期間の任意の時点で緩やかな規制

執行戦略 (c=0)を用いなかった場合の企業の反応
戦略を特定する必要がある。政府がレビュー期間にお

いて緩やかな規制執行戦略をとらなかった場合、企業

は当該レビュー期間の残留期及びその後の追加的″
′

期間にわたって、 1期ゲームのナッシュ均衡戦略をと

ると規定する。したがって、M′ が企業の戦略 σスの

パラメータとなる。

政府のレビュー戦略σ′を定式化する。レビュー期

間において、政府は企業の行動をその結果として起

こる環境の質 ●を検査する。レビュー期間の期末 兄

において、政府は自身の戦略行動 β.及びレビュー
期間中の検査データ9R={rFO,91,'~,微 -1)か らなる

情報の履歴 ん雰を持つ。政府はこの環境の質のデー

タσRが企業による規制違反によるものか否かを判
断する。
いま φをレビュー期間後に企業がテス トに不合格

となる確率とする。明らかに、φはレビュ=期間に
おける企業の規制連守努力 (c。 ,―・,CrP」 1)の関数であ
る。懲罰期間のそれぞれの期においては、1期ゲーム

のナッシュ均衡 (c・ ,ず )が成立 し、懲罰期間における

各期の企業及び政府の期待効用はそれぞれ 峰 <0及
び trЙ <oとなる。
第 1周期日でのすべての過程を所与としたときの

第 2周期以降の企業の割引期待効用は r/F(び)と なる。
従って、企業の期待効用 t/F(j)は 次の等式で表わさ

れる。

t/Fω)=(1-J)Σ ′Er/Fι

次の レピュー期間

図-2:政府の レビュー戦略

に、環境規制執行 ジレンマゲームが繰 り返される。レ

ビュー戦略を用いる政府は、まず環境の質を 見期間測

ることにより企業の行動を検査する (レ ビュー期間)。
このレビュー期間中、政府は各期の検査結果に関わら

ず常に緩やかな規制執行戦略をとる。レビュー期間の

終了期に、政府は企業がそのレビュー期間に規制を遵

守 したか否かを判定する。この判定は当レビュー期間

中に集め られた検査データに対する統計テス トに基

づ く。もし、政府が企業が少なくともユ度でも規制違

反を選択 したと判断すると (つまり企業がテス トに不

合格になると)、 政府は続 く れr期間、前章にて導入
した 1期の環境規制執行 ジレンマゲームにおけるナ

ッシュ均衡戦略を選択する (懲罰期間 )。 この 1つのレ
ビュー期間と 1つの懲罰期間からなる期間をレビュー

戦略の 1周期と呼ぶ。(た だ し、企業が試験に合格 し
た場合、その周期は懲罰期間を含まず、 1つのレビュ
ー期間のみから成ることになる)。 Ar期連続のナッ
シュ均衡戦略から成る懲罰期間の後、政府は再び無条

件に緩やかな規制執行戦略を 兒期間選択する。これ

が第 2番 目のレビュー期間となる。

一方、もし政府が企業はレビュー期間中規制を遵守

し続けたと判断すると (つまり、1企業がテス トに合格

すると)、 政府は懲罰期間には入 らず、第 1回 ロレビ

ュー期間の後、直接、第 2番 目のレビュー期間に入る。
この場合、政府は環境の質を検査 し続け、かつ緩やか

な規制執行戦略を使い続けることになる。

この レビュー期間と懲罰期間の繰 り返 しが際限な

く続 く。政府の レビュー戦略は、レビュー期間長 R及
び懲罰期間長 Arと いう 2つのパラメータを持つこと
になる。

一方、企業の戦略 σFは、以上に記 した政府のレビ
ュー戦略に対する最適反応として規定される。先述 し

式 (9)を rrF(び)について解くことにより以下を得る。

Щ の=

(10)

鈴″
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同様に、政府の割引期待効用 C/4(γ )は次の等式を満

足する。

t/4(γ )=

よって同様に政府の効用関数として次式を得る。

yス
(γ)=
(1-γ )Σ是ろ

lγ!E[/4`十 うびR-1(1_び lr)[転

1_φγR+〃 _(1-ψ )γ R

(12)

φは政府が企業に対しレビュー期間中に規制違反が

あったと判断する確率である。このレビュー期間後に

執行される続計テス トを以下のように定義する。

(拿暮格Ξ罫景ll身 |≧Ξ色1琴三:2と魯
ここで、9,≡ βMl,れ )l=1は企業が サ期において
規制遵守を選択 したとき (晩 =1)、 その期の環境の質

に関する検査データの期待値である。また、Bは統
計テス トにおける測定誤差許容項である。以上のよ

うに特定化された統計テス トは次のように解釈でき

る。もしあるレビュー期間における環境の質に関する

データの集計値 (単純和)が (測定誤差許容項 Bを含
む)求められた環境水準より良いとき、企業はテス ト

に合格 し、そうでなければ不合格となる。

以上の統計テス トの定義より、φは以下のように与

えられる。

q=1を 式 (13)に代入することにより、レビュー期
間中常に規制遵守の戦略を選択した企業のテス トに

不合格となる確率 φ
θは以下のように与えられる。

ψθ=Prob(冨 ?(1,a)≦詈ザーβ} (14)
以上、環境規制執行ジレンマの無限繰り返 しゲー

ムにおけるレビュー戦略 (σ′!σ■)に関する定義が終
了した。続く節ではレビュー戦略の特性とその有効性

を詳細に検討し、また、効率的均衡解の存在を示す。
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4‐3均衡分析

本節では、レビュー戦略の特性とレビュー戦略下で

の均衡の存在を導 く。政府のレビュー戦略に対面する

企業は、式 (10)にて与えられる効用を最大にするよ

うに戦略を選ぷ。ここで、企業はレビュー期間での戦

略のみを決定すればよい。

企業の選択可能な戦略の 1つは、レビュー期間にお

いて協調戦略、つまり最大の規制連守努力戦略をと

り続けることであろう。もし企業が遵守 ct=1を常
に選択するならば、企業の効用 ιIP(j)は以下のよう

に与え られる。

ι′F(∫)=
(1-び ')こケ十φ

σびR-1(1_jM)ι「
=1_φσび月十Ar_(1-φ C)びR

ここに、φ
Ci式
(14)に与えられたように企業が遵守の

みを選択 したときにテス トで不合格となる確率、ιIF:

政府、企業両プレイヤーともに協力的 (パ レー ト優位

な)戦略を取ったときの企業の利得である。このよう

な常に協力的な戦略をとる企業の効用は以下の性質

を持つことが示せる

性質 1

£み+ヂ〃眸
兌キφθ″

割引ファクターびが 1に近づくとき、協力的企業の

効用は割引なしの期平均利得に収束する。このとき、

1周 期の期待期間長は (兄 +φ
°Ar)と なる。従って、

式 (16)の 右辺は LrF(レ ビュー期間に獲得する利得 )

と y,(懲罰期間に獲得する利得)の,それぞれ対応す
る各期間の期待長による重みづけ平均で与えられる。

ここで、環境規制のジレンマにおけるパ レー ト効

率的結果は協力 (0,0)である。協力においては企業

及び政府の取る戦略はそれぞれ連守 (c=1)及び緩
やかな規制執行 (e=o)である。よって t/A=r/F=0
である。

レビュー期間の期間長 £を、ペナルティー期間及

び統計テス トの誤差容認項を相対的に測るための単

位とし、以下のように定義する。

ヽ

ゝ

―

タ

ー ‐

γ転守＋

β
一

胸
▼左
蜘

＜
一
れ胸一アを画

Ｐ
〓

φ

〃 =α£ ,α >0,

B=侃 牝 う>針 :<ρ
<i

(17)

(18)

ここで、環境の不確実性を表すランダム変数 β′(を =
1ュ ー ,∞)は独立かつ同一の分布を持つと仮定 しよ
う。企業が遵守を選択したときの環境のランダム変数

の分散を以下のように定義する。

ん♂≡Var(9(1,れ ))fOr ι=o,一 ,∞  (19)
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このとき、レビュー期間における環境の質データの和

の分散は次のようになる。

陥ど
(雹
項1,a)=Rん°   ¢0)

よって、チェビシェフの不等式より、以下の不等式を

得る。

醐
(1哲
仰 ,何 一

詈
ゲ世 β
}≦ →ま
争=鵬

(21)

ここで、ψ
Cは 式 (14)に おいて以下のように定義さ

れた。

ψC=PrOb(壱ご項1,β!)≦壱ごず一∂) (14)
従って、φ

θについて以下の第 2の性質が得られる。

性質 2

ば≦洗   側
つまり、■が際限なく増加するとき、φ

Cがゼロに
収束する。言いかえれば、(誤差容認項一定の下で)レ
ビュー期間長を増加させることにより政府は規制連

守している企業を規制連反者と判断する可能性を際

限なく減少させることができる。よって、式 (15)及
び性質 2よ り、(固定された o及びうの下で)び が 1
に漸近す るとき、こF(び )は rPに 関 して一様 に [rFf(1)

に収束す ることがわか る。

呼(1)=絲     oり
特に、任意の ε>0に対 し、

兄≧亀かつび≧先のとき[下 (び)>一ε (24)

を満たす 寅じ及び 先 が存在する。表記方法を変え、

昨 (」〕兄)を企業の最大割引期待効用とし、ψ(び ,■)を
そのときの企業のテス トに不合格となる確率とする。

そのとき、以下の第 1の補題を得る。

補題 1すべての正の実数 ε<―夏与 に対 し、び≧先
が以下を満足するような聞値 RE及び びε<1が存在
する。

υれり>一ニ
ψ(∫】駐)<ε

(25)

(26)

証明は付録に示す。もし、レビュー期間が十分長く、

また、企業の割引ファクターが十分大きければ、企業

の効用は効率的レベル 0(=υF)に近似することを表

している。一方、政府に関して以下の補題を導出でき

る。     、

補題 2政府及び企業の割引ファクターがそれぞれ γ
及びびのとき、期間長 £のレビュー期間の下での政

府の期待効用をし軌(7,び,Dで表す。そのとき、すべ
てのε>0に対し以下を満たすπ <1が存在する。
つまり、もし、R=rEEで あり (命題 ′で与えられ
たように)J≧ 先かつ、γ≧掟ならば、次式が成立

する。

始 iり≧     二舟)
この補題により、レビュー期間が十分長 くか?政府
及び企業の割引ファクターが十分大きいとき、政府の

割引期待効用は効率的 レベル 1/A=0に漸近すること

がわかる。

レビュー戦略下における政府及び企業の戦略の組

(σP,町 )はパラメータ£、β、Ar、 及び ″
′にて特定化

される。は じめの 3つのパ ラメータの関係は式 (17)
及び式 (18)に特定化される。ここで、a、 う、および

ρ lま 付録における 式 (38)と 式 (39)を満たす固定
パラメータである。従って、企業の レピュー戦略はこ

の政府の戦略に対 して最適戦略となるように決まると

政府と企業のレビュー戦略をそれぞれ σス(■,ar′)及び

σP(び〕£,ar′ )で表そう。そのとき、以下の定理を得る。

定理 1も し びと 虎 が式 rjり を満たし、γ >
γ(び,つ かつν

′>M′ (び,γ ,£)の とき、レビュー戦略
σ4(£ ,ノ
′
)及びσ″(∫〕毘】″

′
)は繰り返し環境規制執行

ジレンマゲームのε‐均衡 となる。

また、補題 1、 補題 2及び定理 1よ り次の第 2の定
理を得る。

定理 2すべての正であるε<-2ι/1に対し、以下を
満たす 駐、先、及び第 が存在する。つまり、すべて

の び>先、γ>第 及び M′ >■r'(び ,γ,亀)に対 し、レ
ビュー戦略σィ(是 ,″

′
)及びσ′(び,駐 ,″

′
)は繰り返し

環境規制執行ジレンマゲームの ε―均衡をなし、以下

の割引期待効用を持つ。

ιrИ (γ】び、ミt)≧ ―ε,

ιrF(∫ ,兄o)≧ ―ε.
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さらに、企業がテス トに不合格となる確率φ(∫ ,■.)は

εを超えない。

この定理は、将来割引ファクターが 1に近い場合、

レビュー戦略はほぼ効率的であるというレビュー戦略

のε―均衡の存在を示している。以上、レビュー戦略が

繰り返し環境規制執行ゲームにおいて、効率的均衡

解を持ち得ることが示された。

5. おわりに

環境規制は被規制主体に遵守されてはじめて環境

汚染を抑止する社会的手だてとなりうる。本研究で

は、環境規制の実効性の問題に焦点を置き、環境へ直

接的に汚濁物質を排出している企業の規制問題を対

象に、環境規制の効率的な執行政策を非協カゲーム

論的立場から考察した。

本研究の環境規制執行政策に関する提案は次の質

問にて要約される。それは、完全な排出検査が不可

能あるいは禁止的に高費用な場合、繰り返 しゲーム

論的アプローチが効率的環境規制執行の戦略を提供

しうるか、ということである。2章において導入され
た環境規制執行のジレンマは、前節において非対称

情報下の繰り返しゲームヘと拡張された。そこでは、

規制主体である政府は、(間接的)検査によって被規制

主体である企業の行動に関する情報を集めなければ

ならない。提案されたレビュー戦略と呼ばれる繰り返

しゲーム戦略の下では、規制主体は検査データを集

計的に扱うことで、限られた資源の下で企業の規制

遵守のインセンティプを誘導 しうることが理論的に

示された。少なくとも、レビュー戦略は規制主体の潜

在的に検査コス トを減少させ規制執行及び抑止のた

めの資源を効率的に利用することを可能する。以上、

本研究は効率的規制執行方策のための 1つの有望な

方向性を示 し得たと考える。
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付録

補題 1の証明

まず、企業の期待効用の上限を導入する。企業の選

好順序より、レビュー期間における任意の時点ιにお

ける任意の戦略に対 し以下の不等式を満たす正の実

数 rが存在する。

(EしIFι
~yF)+ム氣句-1)≦ 0     (28)

ここでヽr/F=0よ り、以下を得る。

Et/P′ ≦F(1-cl)      (29)

ただし、ct=E?ι である。不等式 (29)と (10)よ り、

次式を得る。

Щ O≦

(30)

ここで、次のように与えられる関数デ(∫ ,■)を定義し

よう。

Дび,つ =壱」(1-′ )=£一挙ギ,0≦び<101)
|ユ
ーE● |≦ 1よ り、

R-l             R-1

1Σ:び
1~1(1-E争

)一 Σ (1-E争 )|≦ デ(∫,■ )′ (32)
`=O              

ι=0

であり、よって次式を得る。

Σ虫1-E争 )≦ 1-E転 +デ (元£)(33)

ここで、EA9n=Σと。争である。また、

φ = PrOb(d■ く■E9(1,a)一 β)

= Prob(19nく R― β)

AFn≧ 0

より、以下を得る。

■ι一EJR≦ ψ■+(1-φ )β・     (34)

従って、式 (30)― (34)か ら次式を得る。

t/F(∫ )≦ 叫 (び)    0け
ただ し、

叫伊)≡
(1-∫・ )+φび

R(1-∫″
)y・

(1-j・ )十 ψ∫
n(1-∫ Ar)

_∫
)riψ£+(1-φ )β +′ (び,兄 )!

+ll
(1-j・ )十 φび

R(1_∫″
)



である。

よって、もし、(36)において、レビュー期間長 £一

定のもとで びが 1に漸近するとき、次式を得る。

叫 (1)=φ
αυ卜+r炒 キ(1-ψ )bttρ

~11 
。D

ここで、,,を以下の不等式を満たす値としよう。
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(40)

(41)

式 (30)か ら式 (36)ま でと同様の議論により以下

の不等式を得る。

t/4(γ )≧ 暖仲)    (47)
ここで、

咽(7)三
顧響 器 掃 鶏 降 両

_            48)

であり、一定の寅及びφに対し

I戦辟暖←D=咽 (1)
αφ喝 一」φ―(1-φ )b£

ρ~1

(49)1+φα

である。結局、(49)及び補題 1よ り補題 2が得ら

れる。

定理 1の証明

企業の戦略σF(び ,£,″
′
)が、政府のレビュー戦略

σИ(兄 ,〃)に対し最適であることは、σF(δ ,£ ,〃
′
)の定

義から明らかである。したがって、町 (究,M)が
σF(∫ ,£ ,M′)に対 して最適戦略であることを示せば、

戦略のペアがゲームの均衡解であることが示せる。

先述したように、もし政府がレビュー期間中に効率的

な戦略 91=0か ら逸脱したとき、企業はそのレビュー

期間中及びその後の ″
′期間短期的戦略 (つまり 1回

ゲームにおけるナッシュ均衡戦略)を選ぶ。よって、そ

のとき、 1回ゲームにおけるナッシュ均衡 (c‡ ic中)が
結果として起こることになる。したがって、政府がレ

ビュー期間中に戦略を変えないことを示せばよい。

企業の戦略 σP(虫 兒,″ )に直面する政府の最大期

待効用を 1/4(γ )で表そう。もし、政府が緩やかな規

制の戦略をはじめのレビュー期間における時期ι<兒
で放棄し、その後は、

.最適戦路を選ぶとしよう。その

ときの時期 ι後の政府の条件付き期待効用は、以下

で与えられる。

(1-γ)Σ γT鳴 +γЯ'+″′ね(γ )
T=0

=(1_γ負
―ι+材′

)[4身 +7え
~ι+″′ι々Д(7)  (50)

一方、もし政府が最初のレビュー期間における時期を

において戦略を変えず、緩やかな規制戦略を使い続け

その後は最適戦路をとると仮定すると、政府の期待

効用は以下のようになる。

E仲―の(粧
lγ
TEh Tw)´

+γ月虫 1-7Щ
ttD)鳴
+守
R‐十叩 耐ぬ ω

}刺

0<η <―ι争

また、aを次の様に特定化 しよう。

「
α>眸

一η

これより、ε
′<η を満たす正の実数 ε

′に対し

ψ≧
α(一を4,一 ε

′
)一 r+rb£,1

となり、これは次式のように書き換えられる。

叫 (1)≦ 一ゴ

£fを (24)において F7f≧ R:/4を満たし、かつゴ=
ε/2の とき式 (40)の右辺がεを越えないような兄の

値とする。また、先を式 (24)においてび.≧ び=/4を満

たし、かつ £=貴ε及びび≧先,に対して以下を満た

すびの値とする。

1叫 (び)一 叫 (1)|≦ 二    いり

式 (24)よ り、補題 1における不等式 (25)は 直ちに得

られる。一方、もし∫>亮 かつφ(び ,兄.)≧ εであると

すると、(40)及 び (41)よ り、

υl(1)≦ 一号     檸3)

を得る。これは、(42)よ り以下を意味する。

叫 (び)<―:     は4)
ところが、t7F(∫ ,R。)≦ ιオ

'(び

)であり、(44)は (25)に
矛盾する。よって、式(26)を得る。

補題 2の証明

まず、緩やかな規制を行う政府のと期における期待

利得は以下で表される。

Eし〔ス,Ict=o=~'(1~CP)=― J(1-E9ι ) (45)

従って、記号を簡易化し、強 (守,i動 を [/4(γ )、 また、

φ(γ,動 を φと表すことにすると、(12)よ り以下を

得る。

Щ →=

(46)
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ここで、

″(打.)=(孫 ど笠教ヨ7と警
βど)~Bのとき

である。ダイナミックプログラミングの最適性の原理

により、L/A(γ )は少なくとも (50)と (51)の最大値と

同じでなければならない。従って、戦略σA(R〕 /Vr′ )が
最適戦略となるための十分条件は、ど=01…・1£ -1
に対し、(50)が (51)よ り小さいことである。

政府の 1つの戦略は ct=ず をすべての時点せでと
ることである。そのとき、

84A(γ )≧ ι「Я          (52)

である。また、(51)に おいて、

yれ十■≧~ど ,″ι=1.― ,£    (53)
である。したがって、A4r(rFД )を Arで置き換えても

(51)は増加しない。従って、(51)は少なくとも以下と

同等かあるいは大きい。

_(1_々R-1),+守角~`(1-守″
)ιr去 +守

R―ι+″
rr4(γ )(54)

よって、σス(£ ,Arr′)が均衡解であるための十分条件は、

(50)が (54)よ り強く灯ヽであることである。つまり、時

点を=0,…・,■ -1に対して、以下が成り立つことで
ある。

γ・
~ι

(守
″―γ
ν′
)(r/4(γ)-7Й)>(1-γ

R-1)(J tt ι4Й ),
(55)

ここで、強 (γ)>yよ より、上式は次のように書き換
えられる。

γ
Я
(守
ν一γ

Ar′

)(げ4(γ )-7Й )>(1-γ
月
)(ど 十ιrЯ )(56)

かつ

VA(γ)>鳴 (57)

まず、2つ 目の条件である (57)が成立することを
示す。そのためには、(48)で定義された咽 (γ)に対

Iち∵解哲君守憂よ縮 箱
評ぎ十分であ乱 硼

[4Й <一ど{φ (」,£)+(1-φ (び,兒 ))bttρ
~】

} (58)
であるとき、十分に大きいびに対し、この不等式が成

り立つ。不等式 (58)は 、兄を所与としたとき、十分
に大きな £及び十分 1に近いびに対して成立する。

次に、第 1番 目の条件式 (56)を考える。不等式 (56)
は条件式 (57)が成立するとき以下のように書き換え

られる。

除 T'_聖生三王子〕
皇⊆Ё  側

ここで、

天→ =鵬 ・  山

である。不等式 (59)は右辺が正であるという条件の

下で、十分に大きな Ar′ に対して成立する。式 (59)
の右辺が正という条件は次式のように書ける。

解
却   側

式 (49)よ り、♂(γ)の上限は存在し、かつγが 1に漸

近するとき、′(γ)の上限が存在しかつ正である。よっ

て、(58)を満たすすべての £及び∫に対し、本不等

式は、 1に十分近いγに対し成立する。

定理 1を導出するために、任意のび及び£に対し、

すべての γ≧γ
′にとって し呪(γ)>鳴 でありかつ不

等式 (61)を 満足ような、すべての γ
′<1の上限を

γ(び】兒)と しようo

特に、所与の十分大きな nに対し、γが十分 1に
近いとき、γ(j,兄 )は有限でかつ とより小さい。この

とき、もしγ>γ (び ,■)な らば、そのとき (59)を 満

たす値 ″
′が存在する。そのような値の集合の上限

を″′(び ,£,ν
′
)と しようoよ って、このとき定理 1を

得る。
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